
（2024.1.26 改訂）

様式第２－②－イ

中小企業信用保険法第２条第５項第２号

イの規定による認定申請書（②－イ）
令和 ６年 ２月 １日

大牟田市長 殿

申請者住所
（事業所所在地） 大牟田市有明町２丁目３

名 称 株式会社 大牟田屋
氏 名 代表取締役 大牟田 一郎

私は、令和５年８月２４日に開始されたＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴い、諸外国において日本国

からの水産物の輸入を業とする者が同日以降実施している日本国からの水産物の輸入の制限を行って

いることにより、下記のとおり同事業者との直接取引について売上高等の減少が生じているため、経

営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第２号イの規定に基づき認

定されるようお願いします。

記

１ 輸入制限を行う事業者に対する取引依存度
Ａ÷Ｂ×１００ （６か月間又は１２か月間） 依存度 ３０．０％（≧20％）

Ａ：令和４年 ８月 １日から令和５年 ７月３１日までの
輸入制限を行う事業者に対する取引額等 ３０，０００，０００円

Ｂ：上記期間中の全取引額等 １００，０００，０００円

２ 売上高等
（１）最近１か月間の売上高等

（Ｄ－Ｃ）÷Ｄ×１００ 減少率 ３５．０％（実績）（≧10％）

Ｃ：事業活動の制限を受けた後、最近１か月間の売上高等 ６，５００，０００円

Ｄ：Ｃの期間に対応する前年１か月間の売上高等 １０，０００，０００円

（２）（１）の期間も含めた今後３か月間の売上高等
{（Ｄ＋Ｆ）－（Ｃ＋Ｅ）}÷（Ｄ＋Ｆ）×１００ 減少率 ３７．０％（実績見込み）（≧10％）

Ｅ：Ｃの期間後２か月間の見込み売上高等 １３，０００，０００円

Ｆ：Ｅの期間に対応する前年の２か月間の売上高等 ２１，０００，０００円

------------------------------------------------------------------------------------------

番 号

令和 年 月 日

上記申請のとおり相違ないことを認定します。

認定者名 大牟田市長 関 好孝 印

（注）本認定書の有効期間：令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

（留意事項）①本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。

②本認定の有効期間内に金融機関又は信用保証協会に対して、経営安定関連保証の

申込みを行うことが必要です。

記入例



（2024.1.26 改訂）

様式第２の添付書類

事 業 活 動 の 制 限 を 行 う 指 定 事 業 者 に 対 す る 取 引 依 存 度

令和 ４年 ８月 １日 ～ 令和 ５年 ７月 ３１日の１２か月分（６か月間又は１２か月間）

月 別 売 上 額

※１ Ｃ、Ｄ及びＦは実績値、Ｅは見込み値でご記入ください。（ただし、ｅ１は実績・見込みのいずれも可、ｅ２は見込みに限る）

なお、実績値については疎明資料（法人概況説明書、試算表、売上台帳等）をご提出ください。

※２ 減少率は、小数点第２位以下を切り捨て、ご記入ください。

※３ 売上高は、消費税込・消費税抜いずれかで統一してご記入ください。

上記の金額は、元帳記載の金額と相違ありません。

令和 ６年 ２月 １日

住 所

（事業所所在地） 大牟田市有明町２丁目３

名 称 及 び 株式会社 大牟田屋
代表者氏名 代表取締役 大牟田 一郎

取引先名

(売上取引・仕入取引)

(上記のどちらかに○)

企業全体の

「売上高」又は

「仕入額」

左記内訳

(制限を行う事業者関係を記入)

直接取引・間接取引等

(以下いずれかに○)
(間接取引の場合連鎖関係を記入)

△△水産株式会社 30,000,000円 30,000,000円 直接・間接・無関係

有限会社■■産業 20,000,000円 円 直接・間接・無関係

有限会社○○興業 10,000,000円 円 直接・間接・無関係

円 円 直接・間接・無関係

そ の 他 40,000,000円 円 直接・間接・無関係

合 計
Ｂ

100,000,000円

Ａ

30,000,000円
Ａ÷Ｂ×１００

依存度

30.0％

当 年 前 年 同 月（実績）

最近

１か月
Ｒ６年 １月 Ｃ 6,500,000円 Ｒ５年 １月 Ｄ 10,000,000円

その後
２か月の
実績
または
見込み

※ｅ２は
見込みに
限る

Ｒ６年 ２月 ｅ１ 6,000,000円 Ｒ５年 ２月 ｆ１ 9,000,000円

Ｒ６年 ３月 ｅ２ 7,000,000円 Ｒ５年 ３月 ｆ２ 12,000,000円

ｅ１ ＋ ｅ２ Ｅ 13,000,000円 ｆ１ ＋ ｆ２ Ｆ 21,000,000円

３か月

合計
Ｃ ＋ Ｅ 19,500,000円 Ｄ ＋ Ｆ 31,000,000円

項 目 計 算 式 減 少 率

（１） （Ｄ－Ｃ）÷Ｄ×１００ 35.0％

（２） {（Ｄ＋Ｆ）－（Ｃ＋Ｅ）}÷（Ｄ＋Ｆ）×１００ 37.0％


